
ネイチャーポジティブ（自然再興）とは

ネイチャーポジティブ
生物多様性の損失を止め、
反転させる

出典「地球規模生物多様性概況第５版（GBO5）」 を基に作成

※ ネイチャーポジティブ経済移行により世界規模で

2030 年までに３億 9500 万人の雇用創出と

年間10.1 兆ドル(約 1070 兆円)規模の

ビジネスチャンスが見込める

（出典：WEF the New Nature Economy Report（2020））

ネイチャーポジティブを目指すには、こ
れまでの自然環境保全の取組だけでは足
りず、財とサービス、特に食料のより持
続可能な生産、消費と廃棄物の削減と
いった様々な分野が連携して取り組む必

要があることが指摘されている。

• 「自然を回復軌道に乗せるため、生物多様性の損失を止め、反転させる」

• 「G7 2030年自然協約」や、生物多様性に関する新たな世界目標「昆

明・モントリオール生物多様性枠組」においてその考え方が掲げられるな

ど、生物多様性における重要な考え。

• 経済界でもネイチャーポジティブを目指す動きが注目※。
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【参考】2040年度におけるエネルギー需給の見通し

2023年度
（速報値）

2040年度
（見通し）

エネルギー自給率 15.2% 3～４割程度

発電電力量 9854億kWh
1.1～1.2兆
kWh程度

電源構成
再エネ 22.9％ 4～5割程度

太陽光 9.8％ 23～29％程度

風力 1.1％ 4～8％程度

水力 7.6％ 8～10%程度

地熱 0.3％ 1～2％程度

バイオマス 4.1％ 5～6％程度

原子力 8.5％ ２割程度

火力 68.6％ ３～４割程度

最終エネルギー消費量 3.0億kL 2.6～2.7億kL程度

温室効果ガス削減割合
（2013年度比）

22.9％
※2022年度実績

73％

⚫ 2040年度エネルギー需給の見通しは、諸外国における分析手法も参考としながら、様々な不確実性が存在
することを念頭に、複数のシナリオを用いた一定の幅として提示。

（参考）新たなエネルギー需給見通しでは、2040年度73％削減実現に至る場合に加え、実現に至らないシナリオ（61％削減）も参考値として提示。 73％削
減に至る場合の2040年度における天然ガスの一次エネルギー供給量は5300～6100万トン程度だが、61%削減シナリオでは7400万トン程度の見通し。

出典︓資源エネルギー庁(令和7年2月)
エネルギー基本計画の概要
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災害対策基本法等※の一部を改正する法律の概要

趣 旨

改正内容

令和６年能登半島地震の教訓等を踏まえ、災害対策の強化を図るため、国による支援体

制の強化、福祉的支援等の充実、広域避難の円滑化、ボランティア団体との連携、防災DX・

備蓄の推進、インフラ復旧・復興の迅速化等について、以下の措置を講ずる。

内閣府(防災)

公布日：令和７年６月４日 施行日：令和７年６月４日／令和７年７月１日

②被災者支援の充実

２）広域避難の円滑化

３）「被災者援護協力団体」の登録制度の創設１）被災者に対する福祉的支援等の充実

①国による災害対応の強化

１）国による地方公共団体に対する支援体制の強化

２）司令塔として内閣府に「防災監」を設置
国による応援組織の例

（国土交通省TEC-FORCE）

③インフラ復旧・復興の迅速化

１）水道復旧の迅速化

２）宅地の耐震化（液状化対策）の推進

３）まちの復興拠点整備のための都市計画の特例
水道の復旧

（被災した浄水場）★大規模災害復興法

★災害救助法、災害対策基本法

⚫ 高齢者等の要配慮者、在宅避難者など多様な
支援ニーズに対応するため、災害救助法の救助
の種類に「福祉サービスの提供」を追加し、福祉
関係者との連携を強化。災害対策基本法にお
いても「福祉サービスの提供」を明記。

⚫ 支援につなげるための被災者、避難所の状況の
把握。

４）防災DX・備蓄の推進

★水道法

高齢者等への対応

⚫ 広域避難における、避難元及び避難先市町
村間の情報連携の推進。

⚫ 広域避難者に対する情報提供の充実。
⚫ 市町村が作成する被災者台帳について、都
道府県による支援を明確化。

⚫ 避難所の運営支援、炊き出し、被災家屋の片
付け等の被災者援護に協力するNPO・ボランティ
ア団体等について、国の登録制度を創設。

⚫ 登録被災者援護協力団体は、市町村から、被
災者等の情報の提供を受けることができる。

⚫ 都道府県は、災害救助法が適用された場合、
登録団体を救助業務に協力させることができ、こ
の場合において実費を支弁。

⚫ 国は、必要な場合、登録団体に協力を求めるこ
とができる。国民のボランティア活動の参加を促進。

被災家屋の片付け炊き出し

※災害対策基本法、災害救助法、水道法、大規模災害復興法、大規模地震対策法、内閣府設置法

⚫ 国は、地方公共団体に対する応援組織体制を整備・強化。
⚫ 国は、地方公共団体からの要請を待たず、先手で支援。

⚫ 被災者支援等に当たって、デジタル技術の活用。
⚫ 地方公共団体は、年一回、備蓄状況を公表。

★災害対策基本法、災害救助法

★災害対策基本法

★災害対策基本法

★災害対策基本法

★内閣府設置法

★災害対策基本法

⚫ 日本下水道事業団の業務として、地方公共団体との協定に基づく水道復旧工事を
追加。また、水道事業者による水道本管復旧のための土地の立入り等を可能とする。

車中泊への対応
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2.2 グリーンスローモビリティの特長

１．はじめに
• パリ協定に基づく温室効果ガス排出の実質ゼロに向けた取組み、2050年までのカー
ボンニュートラルの実現に向けた「グリーン社会」の実現に向けた取組みの一環として、
グリーンスローモビリティの導入を推進。

• グリーンスローモビリティの導入を考えている地域の実務者に手引きとして活用いただく
ことを想定。

2．グリーンスローモビリティの特長
2.1 グリーンスローモビリティとは
時速20㎞未満で公道を走ることができる電動車を活用した小さな移動サービス

2.3 グリーンスローモビリティで活用しうる車両の種類

2.5 本手引きで対象とするグリーンスローモビリティの活用について
• 複数人で乗り合って利用する移動サービスとしての活用を想定。

3．グリーンスローモビリティの活用方策
3.1 想定される主な活用場面

軽自動車
（4人乗り）

小型自動車
（7人乗り）

普通自動車
（10～16人乗り）

普通自動車
（11～14人乗り）

2.4 グリーンスローモビリティの政策コンセプト

【グリーンスローモビリティが持つ付加価値】

① 車内のコミュニケーションが弾むので、乗って楽しい
② 車外とのコミュニケーションも弾むので、周りの人も楽しい
③ 地域の人（高齢者、女性、障害者など）が運転手として新しい活躍の場

を得やすい
④ 地域コミュニティがデザインしやすいので、運営する人も楽しい

→乗る人・住む人・運転する人・運営する人が「楽しい」

① Green：電動車を活用した環境に優しいエコな移動サービス
② Slow ：景色を楽しむ、生活道路に向く、重大事故発生を抑制
③その他：同じ定員の車両と比べて小型、開放感がある、乗降しやすい 等

【グリーンスローモビリティの政策コンセプト】

1  従来の公共交通ネットワークを補完する「低速の小さな移動サービス」

2  運転手と乗客や乗客同士、乗客と歩行者などのコミュニケーションが弾
む機能を持つ「乗って楽しい移動サービス」

3  福祉面でのお出かけ支援、地域の賑わい創出、観光客の満足度向上、高
齢者の見守り、地域防災・防犯のための絆の強化等の多様な副次的効果
を持つ「コミュニケーション装置」

低炭素型・脱炭素型の持続可能な交通、持続可能な地域社会の実現

3.2 グリーンスローモビリティ導入によるメリットと留意点
• グリーンスローモビリティの特長から、利用者・運行者等の立場別にメリットと留意点を
整理。

鉄
道

路線バス

路
線
バ
ス

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
バ
ス

中心市街地

市街地

循環バス

住宅地

住宅地

郊外部
住宅団地

郊外部
集落

郊外部
集落

コミュニティバス

離島

【例4】集落内とバス停を連絡

【例3】郊外部住宅団地内と
生活拠点やバス停を連絡

【例4】集落内とバス停を連絡

【例5】港と離島内集落を連絡

【例2】市街地内住宅地内と
生活拠点やバス停を連絡

【例2】市街地内住宅地内と
生活拠点や鉄道駅を連絡

【例1】中心市街地内の
回遊を補完

グリーンスローモビリティ

【凡例】

航路

観光地

【例6】観光地内を周遊

グリーンスローモビリティの導入と活用のための手引き【概要】
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医療DXの推進に関する工程表〔全体像〕

2023年度
（令和5年度）

2024年度
（令和6年度）

2025年度
（令和7年度）

2026年度～
（令和8年度～）

マイナンバーカードと健康
保険証の一体化の加速等

電子カルテ情報の標準化等

自治体・医療機関/介護事業
所間の連携 等
・自治体が実施する介護、
予防接種、母子保健等の事
業の手続に必要な情報の連
携

診療報酬改定DX
〔医療機関等システムのモ
ダンシステム化〕

共通算定モジュールの設計・開発

マスタの開発・改善
電子点数表の改善

○令和6年秋
・保険証廃止

訪問診療等、柔道整復師・あん摩マッ
サージ指圧師・はり師・きゅう師の施
術所等でのオンライン資格確認の構築

マイナンバーカードと健康保険証の一体化の加速等

マスタ・コードの標準化の促進
提供拡大

スマホからの資格確認の構築

医療機関・薬局間だけでなく、自治体、介護事業所と情報を共有、マイナポで閲覧に加え、申請情報の入力

電子処方箋を実施する医療機関・薬局を拡大

診療情報提供書・退院時サマリーの交換
検査値〔生活習慣病、救急〕、アレルギー、薬剤禁忌、傷病名等を共有

順次、医療機関、共有する医療情報を拡大

概ね全ての
医療機関・薬局で導入

医療機関・薬局間での共有・マイナポでの閲覧が可能な医療情報を拡大

業務運用の見直し
医療機関・自治体との

情報連携基盤の整備
実証事業

マイナポの申請サイトの改修

マスタ及び電子点数表
改善版の提供開始

機能を更に追加しながら、
医療機関数を拡大

医療機関等のシステムについて、診療報酬の共通算定モジュールを通し、抜本的にモダンシステム化

共通算定モジュールのα版提供開始
先行医療機関で実施、改善

順次、機能を追加

診断書等の自治体への電子提出の実現
順次、対象文書を拡大

運用開始

運用開始

生活保護（医療扶助）のオンライン資格確認対応 運用開始

保険医療機関等のオンライン資格確認の原則義務化

➡医療機関・ベンダの負担軽減

➡医療機関・ベンダの更なる負担軽減

全
国
医
療
情
報
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
の
構
築

救急時に医療機関等で患者の医療情報を閲覧できる
仕組みの整備

運用開始

運用開始し、普及

国民に直接メリットがある機能を開始 ⇒ ⇒ ⇒ 機能・実施自治体を拡大

下記について全国的に運用
・公費負担医療、地方単独医療費助成
・予防接種
・母子保健情報
・介護
・自治体検診
・感染症届出

自治体システムの標準化、共有すべき文書の標準化・クラウド化

先行実施

全国医療情報プラットフォームの基盤構築
（電子カルテ情報共有サービス（仮称）の整備）

本格実施

レセプト情報

電子処方箋

電子カルテ情報

医療情報化支援基金の活用による電子カルテ情報の標準化を普及

情報共有基盤の整備
共有等が可能な医療情報
の範囲の拡大

標準型電子カルテα版提供開始 本格実施

民間PHR事業者団体等と連携したライフログデータ標準化、 医療機関実証、2025年大阪・関西万博も見据えたユースケース創出支援 順次、ユースケースを拡大

第２回医療ＤＸ推進本部
（令和５年６月２日）資料３
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オンライン診療
受診施設厚生労働大臣

１．地域医療構想の見直し等② オンライン診療に関する総体的な規定の創設

都道府県A

・ オ ン ラ イ ン 診 療 実 施 の 届 出
・オンライン診療基準の 遵 守

都道府県B

・ 設 置 の 届 出
・ 各 種 事 項 公 表

診 療 基 準 へ の 適 合 確 認

オ ン ラ イ ン 診 療 の 実 施
※ 医 療 行 為 の 責 任 を 負 う

○ 患者がオンライン診療を受ける専用の施設として、医療法に「オンライン診療受診施設」を創設する。

（定義）施設の設置者が、業として、オンライン診療を行う医師又は歯科医師の勤務する病院、診療所、介護老人保健施設又は介護医療院に対して、その行
うオンライン診療を患者が受ける場所として提供する施設

○ オンライン診療受診施設の設置者は、設置後10日以内に届け出る（都道府県Bへの届出） 。

○ オンライン診療を行う医療機関の管理者が、オンライン診療受診施設の設置者に対して、オンライン診療基準への適合性を確認することとする。

○ オンライン診療受診施設の広告・公表事項等は省令で定めることとする。

○ 医療法にオンライン診療を定義づけ、オンライン診療を行う医療機関はその旨を届け出る（都道府県Aへの届出）。

○ 厚生労働大臣は、オンライン診療の適切な実施に関する基準（オンライン診療基準）を定め、オンライン診療は同基準に従って行うこととする。

○ オンライン診療を行う医療機関の管理者は、オンライン診療基準を遵守するための措置を講じることとする。

・ オ ン ラ イ ン 診 療 基 準 の
遵 守 に つ い て 指 導 監 督

応 答

○医師－患者関係／患者合意
○適用対象
○診療計画
○本人確認
○薬剤処方・管理
○診察方法

○医師の所在
○患者の所在
○患者が看護師等といる場合のオンライン診
療

○患者が医師といる場合のオンライン診療
○通信環境

オンライン診療の提供に関する事項 オンライン診療の提供体制に関する事項

現行のオンライン診療指針のコンテンツを
法令で規定し、自治体と医療機関へ提示

○ 医事法制上、オンライン診療は解釈運用によって、機動的・柔軟にその実施が図られてきた。
○ 法制上の位置づけを明確化し、適切なオンライン診療を更に推進していくため、現行制度の運用を活かす形で、医療法にオンライン診療
の総体的な規定を設ける。

指 導 監 督

【会社】紙資料

1【300dpi】完
成_s

医者＿0２立ち 正面

医者＿01座り 椅子 線なし マスク

管理者

医師

カ ル テ の 保 存 、
診 療 計 画 の 策 定 等
各 種 義 務 の 履 行

指 導 監 督連 携

口を開いた患者を診察する様子_s

【人物・健康・防疫・衛生】男性 リモート受診

運営者

【人物】 男
性D 立ち
正面 微笑

容 態 悪 化 時 等 に 受 診

・ 患 者 の 容 態 悪 化 時 等 の 受 け 入 れ の 要 請 / 合 意 取 得
・ 定 期 的 な 患 者 情 報 の 提 供 等

【ビジネス】会議検討ブリーフィング１

地 域 の 関 係 者

オンライン診療を行う医療機関

オンライン診療受診施設

1 現状

(※) オンライン診療を行う医療機関の管理者は、容態急変の事態に備え、患者の所在地近隣の医療機関と受け入れの合意等を取得し、その過程で、地域医療に与える影響やその可能性について、地域の関係者
と連携して把握することとする。

２ 改正の内容

出典︓社会保障審議会医療部会
　　（令和7年2月26日）資料１

令和7年9月24日　松下正行　代表質問資料⑥

辻 美樹
長方形



Ⅳ 全体像（サポートセンターの機能など）

こども
関連部署
・こども局内
・児童相談所
・保健こども課

等

教
育
委
員
会
・
学
校

・いじめや体罰等への対応
・福祉事案への連携対応

・対応状況の共有
・重大事案の共有

・連携対応
・施策提言

【こども局】

こどもの権利サポートセンター
【機能１】 権利侵害把握

【機能２】 専門職トータルコーディネート

【機能４】 進捗確認

【機能５】 広報・啓発

【機能３】 直接支援

● こどもの権利侵害に関するあらゆる相談通報を受ける。
● 支援策のｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄや直接支援によって権利救済を図る。
● 適宜進捗確認をすることで権利救済を徹底する。

市長事務部局

 令和7年9月24日　松下正行　代表質問資料⑦

出典︓熊本市こども局　
　　　こどもの権利サポートセンター
　　　開設準備室（令和5年11月）

辻 美樹
長方形

辻 美樹
長方形
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